








◆令和元年度　労働環境調査モデル工事　ヒアリング調査結果　集計表

調査No. 1 2 3 4 5

対象職種 溶接工 石工 軽作業員 普通作業員 普通作業員

 対象者賃金(最低賃金） 45,000 44,000 8,500 11,885 12,000

設計労務単価 28,000 26,900 14,600 20,200 20,200

対労務単価率 160.7% 163.6% 58.2% 59.4% 59.4%

年齢 中堅〔30～40代〕 年長〔50代～〕 若手〔10～20代〕 若手〔10～20代〕 若手〔10～20代〕

経験年数 ベテラン〔10年～〕 ベテラン〔10年～〕 新人〔～5年〕 新人〔～5年〕 新人〔～5年〕

雇用形態 常勤 常勤 日雇い 常勤 常勤

資格 有り（半自動溶接） 無し 無し 無し 無し

専門性 高 高 低 普通 低

乖離の理由 専門性を有するため
該当職人不足による
単価高騰のため

年齢が若く、経験が浅
いため

来日１年未満の
外国人実習生のため

年齢が若く、経験が浅
いため

賃金設定
考慮項目 資格、専門性 経験年数、専門性

年齢、経験年数、雇用
形態、資格、専門性、
危険性、学歴

年齢、経験年数、
勤務態度

年齢、経験年数

【資料２】



労働環境調査モデル工事アンケート結果（令和元、２年度回答分）

2019年08月23日 ～ 2021年03月31日

91 ※調査結果は、端数四捨五入の都合により合計が100％にならない場合があります。

○就労環境改善の取組（※複数回答可） ※回答企業数に対する取組実施企業数の割合

元請※ 9 43% 9 43% 11 52% 8 38% 2 10%

下請※ 27 39% 28 40% 37 53% 28 40% 3 4%

合計※ 36 40% 37 41% 48 53% 36 40% 5 5%

○就業規則における休日の取扱い

・　事務・営業職

元請 10 48% 6 29% 2 10% 3 14% 21 100%

下請 31 44% 13 19% 5 7% 21 30% 70 100%

合計 41 45% 19 21% 7 8% 24 26% 91 100%

・　技術者

元請 7 33% 6 29% 5 24% 3 14% 21 100%

下請 16 23% 16 23% 12 17% 26 37% 70 100%

合計 23 25% 22 24% 17 19% 29 32% 91 100%

・　技能労働者

元請 6 29% 7 33% 6 29% 2 10% 21 100%

下請 13 19% 17 24% 10 14% 30 43% 70 100%

合計 19 21% 24 26% 16 18% 32 35% 91 100%

○給与制度

・　事務・営業職

元請 20 95% 1 5% 0 0% 0 0% 0 0% 21 100%

下請 59 84% 9 13% 1 1% 1 1% 0 0% 70 100%

合計 79 87% 10 11% 1 1% 1 1% 0 0% 91 100%

・　技術者

元請 19 90% 2 10% 0 0% 0 0% 0 0% 21 100%

下請 47 67% 20 29% 3 4% 0 0% 0 0% 70 100%

合計 66 73% 22 24% 3 3% 0 0% 0 0% 91 100%

・　技能労働者

元請 12 57% 7 33% 2 10% 0 0% 0 0% 21 100%

下請 35 50% 32 46% 3 4% 0 0% 0 0% 70 100%

合計 47 52% 39 43% 5 5% 0 0% 0 0% 91 100%

○設計労務単価上昇の認知、自社労働者の賃金引上げ

元請 15 71% 6 29% 12 57% 9 43% 0 0% 21 100%

下請 58 83% 12 17% 42 60% 26 37% 2 3% 70 100%

合計 73 80% 18 20% 54 59% 35 38% 2 2% 91 100%

計

単価上昇 賃金引上げ

知っていた 知らなかった 実施した 実施しなかった その他

完全月給制 日給月給制 日給制 時給制 年俸制 計

計

完全月給制 日給月給制 日給制 時給制 年俸制 計

週休２日制 ４週６休 ４週４休 他（変動労働時間制） 計

完全月給制 日給月給制 日給制 時給制 年俸制

計

その他 回答企業数

21

70

91

週休２日制 ４週６休 ４週４休 他（変動労働時間制） 計

集計期間

回答数

労働時間縮減 休日取得向上 労働災害防止 健康増進

週休２日制 ４週６休 ４週４休 他（変動労働時間制）
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○賃金引上げ実施の理由 ※実施企業数における回答企業数の割合

元請※ 4 33% 3 25% 3 25% 2 17%

下請※ 15 36% 10 24% 15 36% 2 5%

合計※ 19 35% 13 24% 18 33% 4 7%

○賃金引上げ未実施の理由 ※未実施企業数における回答企業数の割合

元請※ 4 44% 0 0% 0 0% 4 44% 1 11%

下請※ 6 23% 6 23% 8 31% 4 15% 2 8%

合計※ 10 29% 6 17% 8 23% 8 23% 3 9%

○下請の選定状況

48 53% 13 14% 27 30% 3 3% 91 100%

○下請活用の理由

27 63% 9 21% 6 14% 1 2% 43 100%

○標準見積書の使用

元請 21 100% 0 0% 21 100%

下請 66 94% 4 6% 70 100%

合計 87 96% 4 4% 91 100%

使用している 使用していない 計

自社施工不可 業務量過大 業務効率化 その他 計

未実施企業数

9

26

35

すべて自社施工 通常より抑制 通常通り活用 通常以上活用 計

12

42

54

利益率低い 法定福利費充当 経営不安 既に高水準 その他

設計単価上昇 業績好調 労働者確保 その他 実施企業数


